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名古屋港管理組合議会  令和３年３月 

本会議質疑・一般質問概要 

 

 

 令和３年３月定例名古屋港管理組合議会が３月 26日（金）から３月 30日（火）の５日間に

て開かれ、３月 26 日（金）に質疑及び一般質問が行われました。質問・答弁の概要は次のと

おりです。  

 

○ 江上博之議員（市・共産） 

しゅんせつ土砂の中部国際空港沖公有水面への処分について 

ア 現港湾計画で埋立予定地とされている第４ポートアイランドや南５区第２期工事予 

定地で埋立てが行われていないにもかかわらず、なぜ処分地増設を行い、空港島周辺 

を最優先で埋め立てるのか。 

答弁 港湾計画に位置づけられている埋立計画が必ずしも直ちに事業化できるもので 

はない。国は港内に大規模な土砂処分場を計画する余地がないと判断し、複数の 

候補地で比較検討を行い、中部国際空港沖を選定した。その後、事業化に向けた 

一連の手続が整ったことから、しゅんせつ土砂を港外に処分するものである。 

イ 名古屋港管理組合が漁業関係者へ基金を拠出しなければならない理由は何か。ま 

た、負担するのは管理組合以外どこか。 

答弁 ポートアイランドの受入容量が限界に近づいている中、土砂処分場を長期的・

安定的に新たに確保することは港湾管理者の本来業務である。一方で、本事業に

よる埋立区域周辺海域は良好な漁場となっており、事業着手には漁業者の理解と

協力が必要不可欠であることから、事業者である国が漁業補償を行い、港湾管理

者として本組合が基金を拠出することとした。なお、基金を拠出するのは本組合

のみである。 

○ 再質問 

(1) 自然や漁業者に影響を与えるしゅんせつ土砂の処分を、なぜ空港沖の公有水面埋立予 

定地で新たに行うのか。また、名古屋港港湾区域外である空港島を処分地にする理由も 

明らかにしてほしい。 

答弁 名古屋港はものづくり産業や人々との暮らしを物流面で支える重要な役割を担 

っており、本港が持続的にこの役割を果たしていくためには、長期的、安定的に処 
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分することができる大規模な土砂処分場を確保することが大きな課題であった。 

このため、平成２２年より新たな土砂処分場の確保に向け、国は複数の候補地か 

ら総合的な観点で比較を行うなど手順を踏んで検討を進め、中部国際空港沖が候補 

地として選定された。 

 こうした経緯から、本組合では、伊勢湾の貴重な海域環境を保全する重要性も踏 

まえ、関係者と調整を進め、事業に対する理解を得るに至った。 

(2) 現在、事業化され埋め立てられているポートアイランドの区域と事業化のめどが立っ 

ていない第４ポートアイランドの埋立予定地では、事業化という点で何が違うのか。 

答弁 現在、埋め立てられているポートアイランドの区域は、国が公有水面埋立法に 

基づく所定の手続を経て、事業着手しており、第４ポートアイランドについては、 

環境影響評価法及び公有水面埋立法に基づく事業化に向けた手続を行う状況に至 

っていない。 

○ 岡本善博議員（市・自民） 

(1) 松重閘門の機能再生について 

名古屋市の近代史の風景として貴重な資源である松重閘門の機能再生は、中川運河と 

堀川の水辺の回遊を含めた沿川の活性化や魅力向上につながると考えるが、名古屋港管 

理組合として、どのように取り組んでいくのか。 

答弁 松重閘門は、現在、施設管理者である名古屋市が閘門機能の再生に向けた技術的 

な調査検討を進めている。本組合では、これまで中川運河再生計画を推進する中で、 

松重閘門を介して堀川とつながる中川運河東支線において、水質の改善や護岸の老 

朽化対策など、魅力ある運河環境への改善に取り組んできた。 

また、今後も東支線の河床を良質な砂で覆砂する底層改善や、中川運河と松重閘 

門を望むことができる視点場の整備などの取組を積み重ねていくことが、松重閘門 

の機能再生につながっていくものと考えている。 

(2) 新たな土砂処分場の確保について 

ア 今回拠出する新土砂処分場に係る基金はどのような目的に活用されるのか。また漁 

業関係者と調整してきた中で、なぜその拠出先が愛知県及び三重県の基金団体なのか。 

答弁 今回拠出する基金については、水産資源を増大すること、海域環境を改善する 

こと及び漁業経営の安定化を図ることを目的とした施策を中心に活用してもらう 

ことを想定している。 

拠出先については、漁業者の意向を踏まえ、漁業への影響を緩和するなどの施 

策を伊勢湾の広範において効果的に実施できるように、愛知県と三重県の基金団 
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体に拠出する。 

イ 基金拠出までの今後の具体的な手続について聞きたい。 

答弁 今後の手続については、予算の議決後、調整窓口である両県の漁業協同組合連 

合会と費用及び拠出方法など合意事項を取りまとめた覚書を締結する。その後、 

両県の基金団体と拠出基金の具体的な活用方法などについて詳細に協議し、その 

結果がまとまり次第、各議員に説明した上で、事業内容及びその負担額の割合な 

どについて協定書を締結し、速やかに基金を拠出する予定である。 

○ 再質問 

新たな土砂処分場が確保できる見通しは立ったものの、名古屋港を取り巻く情勢は依然 

として厳しい状況が続くと見込まれるが、名古屋港の持続的な発展に向けた取組姿勢につ 

いて聞きたい。 

答弁 長年の課題であった新たな土砂処分場が確保できる見通しが立ったことにより、名 

古屋港の国際競争力強化に向けた取組をさらに前に進めることができる環境が整った 

と考えている。本組合としては、我が国の産業・物流構造の変化をはじめとする港湾 

を取り巻く環境変化や、地域の要請に的確に対応しながら、港の強靭化を図るととも 

に、船舶の大型化などに対応した港湾機能の強化を進めていくことにより、中部地域 

の発展を物流面で支える国際産業戦略港湾の実現を目指していく。 

○ 服部将也議員（市・民主） 

複合災害の対応について 

ア 名古屋港において、複数の自然災害が同時に発生するという複合災害が発生すれ 

ば、その被害は甚大となることから、その対応について検討を進めるべきだと思う 

が、複合災害の対応についての基本的な考えを聞きたい。 

答弁 国では、複合災害への対応として、広域的な港湾ＢＣＰ等の策定や地方ブロッ 

クを超えた訓練等を通じて対応能力の向上を図ることが必要であるとしており、 

本港は、国をはじめとした関係機関の動向を注視するとともに情報収集を行いな 

がら、しっかり課題認識を持って取り組んでいく。 

 また、本組合では、複合災害の視点を取り入れ、様々なケースも想定できるよ 

う防災意識の向上を図る訓練を実施し、災害対応力の強化に取り組んでいく。 

イ 東日本大震災発生から１０年を機に、改めて名古屋港管理組合が取り組んできたこ 

の１０年の防災・減災対策について、ハード対策・ソフト対策それぞれ具体的に聞き 

たい。 

答弁 ハード対策では、地震・津波対策として、国において高潮防波堤の嵩上げなど 
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の改良を実施し、本組合では大江ふ頭及び潮凪ふ頭の耐震強化岸壁の改良などが 

完了し、現在は、堀川口防潮水門の躯体の補強や防潮壁の液状化対策を鋭意進め 

ており、台風対策として、高潮による海上への貨物流出を防止するためにモータ 

ープールや陸上貯木場外周部への防護柵の設置を行った。 

ソフト対策では、沿岸防災情報管理システムの機能強化を図るとともに、フェ 

ーズ別高潮・暴風対応計画について、コンテナ、完成自動車、木材などの計画を 

取りまとめた。 

また、平成２３年度に愛知県及び名古屋港所在市村と「名古屋港所在市村防災 

連携会議」を設置し、地域の防災力の向上を図るとともに、平成２７年度に策定

した名古屋港ＢＣＰについて、訓練を行うなど実効性の向上に取り組んでいる。 

ウ 現在のような感染症が拡大しているコロナ禍において巨大地震が発生したり、大型 

台風が襲来した場合、名古屋港管理組合はどのように災害に対応していくのか。 

答弁 コロナ禍においても、災害対応を行えるよう感染防止に配慮したオンライン併 

  用での災害対策本部員会議の開催や、ドローンにより遠隔地から少人数で広範囲 

  の状況把握を行うなど防災体制を整えている。 

現在、国は港湾における感染症ＢＣＰガイドラインの作成を今年度末を目途に 

進めており、本組合としても、来年度、当該ガイドラインに基づき名古屋港にお

ける感染症ＢＣＰの作成に取り組み、港湾機能が継続できるよう努めていく。 

○ 藤原宏樹議員（県・自民） 

カーボンニュートラルポートの形成に向けた取組について 

国が目指す脱炭素社会の実現はパリ協定に基づく世界的な動きの一環であると考えら

れ、日本のＣＯ２排出量の約６割が港湾から排出されていると言われている中、港湾管

理者として、公共のみならず民間事業者も含めたＣＯ２排出量の削減に向けて、どのよ

うな姿勢でこれに取り組んでいくのか。また、港湾管理者としての役割をどのように考

えているのか。 

答弁 脱炭素化への取組は世界規模で進められており、総取扱貨物量及び臨港地区の面 

  積が日本一である本港においても、脱炭素化、次世代エネルギーの利活用に向けた 

取組を進めていくことは大変重要であると考えている。 

本港はエネルギー関連企業などが立地し、次世代エネルギー需要のポテンシャル 

     が高い環境にあることから、次世代エネルギーの製造から利用までのサプライチェ 

ーン構築に向けた取組を進めていくことが必要であると考えている。 

本組合の役割としては、次世代エネルギーの利活用に向けた取組が進展していく 
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     よう、制度面、体制面など様々な面で環境を整えていくことと認識しており、令和

３年度には、次世代エネルギーの大量輸入拠点や水素ステーションなどの供給拠点

の形成、荷役機械の燃料電池化をはじめとする港湾における利活用などの本港の将

来像や方策などについて、民間企業をはじめ幅広く意見を聞きながら取りまとめて

いく。 

○ 再質問 

新聞記事等では水素は輸入に依存しているとあるが、新型コロナウイルス感染拡大で露

呈した海外製品依存型への反省点からも、今後はこの地域での水素生産も進めるべきだと

考えるが、港湾管理者としてどのように取り組んでいくのか。 

答弁 国が策定した水素基本戦略では、国際的な水素サプライチェーンの開発のほか、地 

域のエネルギー自給率の向上についても示されている。本港の臨海部にはエネルギー 

関連企業などが立地し、生産活動の過程で発生する水素の自社利用や、近隣の企業や 

背後地域への供給などが行われているため、本組合としては、水素の生産も含め次世 

代エネルギーに関わる企業を支援し、本港が脱炭素社会の実現に向け貢献する港とな 

るよう、他港をリードしていく。 

○ 森ともお議員（市・民主） 

ガーデンふ頭再開発について 

ア これまでガーデンふ頭再開発基本計画を策定し、マーケットサウンディングを行 

い、再開発の実現に向けて取組を進めているが、新型コロナウイルス感染症の影響に 

関して、民間事業者からはどんな意見があるのか。 

答弁 マーケットサウンディングに参加した民間事業者とは定期的に意見交換を実施 

しているが、コロナ禍において新たな事業提案は困難等の意見があることから、 

民間事業環境を見極めるとともに、再開発に際してのニーズの変化や提供するサ 

ービスの内容などを考慮しながら、事業化の見通しを探っていくことが必要であ 

ると認識している。 

イ 開発エリアの確保に向けた状況はどうか。 

答弁 現在、ガーデンふ頭内の港湾関係者４者と移転に向けた調整を行っており、そ 

のうち１者については、令和３年度中を目途に移転を予定している。 

また、用途廃止された国の施設を今年度取得し、さらに、老朽化した交流施設 

であるジェティイーストについては、本組合で建物撤去を行うなど、今後も開発 

エリアの確保に向けて、関係者と調整しながら着実に進めていく。 

○ 再質問 
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(1) 新たな空間については、ボストン美術館の事例等を参考にした短期間の利用など、に

ぎわいの回復につながるよう活用することが望ましいと考えるがどうか。 

答弁 建物撤去後には、水際線を望むことができる新たな空間が創出されることになる。 

新たな空間の活用は、にぎわいの回復につながる取組として有効なものと認識して 

いることから、短期的な利用も含め、早期の活用を目指して活用方策について検討 

していく。 

(2) ガーデンふ頭内には、名古屋港水族館など魅力的な観光資源があるが、現状では施設

同士が離れており、十分な連携ができていない中で、新たなモビリティの検討などガー

デンふ頭内の回遊性の向上についてどう考えているのか。 

答弁 ガーデンふ頭再開発基本計画でも、回遊性の高い空間を形成し、来訪者へのサー 

ビス強化を図るとしており、新たなモビリティの活用は、回遊性の向上を図る有効 

な手段の一つであると認識している。今後も引き続き、民間事業者と意見交換を重 

ねながら、回遊性の向上性について、ユニバーサルデザインや来訪者へのホスピタ 

リティを考慮して検討していく。 

○ 小木曽史人議員（県・新政） 

(1) ヒアリ対策について 

ア 侵入経路の特定を含め、これまでの国のヒアリの調査結果はどのようなものであっ

たか、それを踏まえたこれまでの防除の具体的な取組について聞きたい。 

答弁 名古屋港で令和２年度にヒアリが発見された事例は２事例である。１事例目の

令和２年９月に有翅女王アリを含む多数のヒアリと巣が確認された事業者敷地及

びその周辺で、国と本組合が協力し、２か月継続して防除作業を行い、直近の調

査ではヒアリは確認されていない。２事例目の令和２年１０月に確認された飛島

ふ頭のコンテナターミナル内では、専門家の意見を踏まえ、本組合も協力して、

令和３年３月まで防除作業及びモニタリング調査を継続して実施してきたが、い

まだ根絶には至っていない。 

なお、国はこの２つの事例ともに、侵入経路は不明との見解である。 

イ 水際対策として、荷下ろしする際の輸入コンテナへのヒアリ確認や発見時の対策に 

ついて、事業者に対するヒアリ防除への協力依頼の内容や方法を含めて具体的にどの 

ように実施しているのか。 

答弁 本組合は注意喚起のために国が作成したリーフレットを港湾関係団体へ配布し、 

コンテナ取扱作業時にアリの確認等を行うよう協力を依頼し、監視の目を増やす 

ことにより早期発見に努めている。 
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また、ヒアリと疑われるアリの発見時には、数匹の場合は、市販殺虫スプレー 

で殺虫し、多数又は巣がある場合は速やかに、国、愛知県または本組合へ通報す 

るようホームページやリーフレットで周知している。 

   ウ 来年度、ヒアリ防除に向けた具体的な取組をどのように実施していくのか、予算措 

置も含め聞きたい。あわせて、周辺地域への注意喚起や調査結果の公表等の情報共有 

を、今後具体的にどのように実施していくのか。 

    答弁 名古屋港で初めてヒアリが確認された平成２９年以降、継続的に調査を行って

きた。令和２年度に確認された飛島ふ頭では、環境省及び専門家の意見を踏ま

え、調査方法の変更や、調査対象道路を増やす等、予算を増額して強化してい

く。 

また、周辺地域との情報共有については、国及び愛知県が周辺地域に対する情 

報発信を行うとともに、相談窓口を設け情報収集を行っており、本組合でも名古 

屋港の所在市村と定期調査の結果等の情報共有を図り、連携して水際での早期発 

見・早期防除に取り組んでいく。 

(2) クルーズ船入港時のコロナ対策 

ア 昨年９月、国はクルーズ船の受入港湾側に対する感染拡大防止のための必要な措置 

を示したが、名古屋港では国内クルーズ船の感染症対策を具体的にどのように実施 

し、実効性をどのように担保しているのか。また、１１月以降に７隻を受け入れた結 

果、見えてきた課題と今後の取組について聞きたい。 

答弁 クルーズ船受入時の取組として、受入港湾側の検温や隔離用テントの設置など 

  とともに、着岸岸壁への一般見学者の立入り制限等の感染症対策を実施してお 

り、実効性については、クルーズ船社の感染症予防・拡大防止マニュアルが一般 

財団法人日本海事協会の認証を受けていることで確認している。 

また、クルーズ船の運航再開後に見えてきた課題として、定員の半数程度の運 

航でも受付時の一時的な混雑があり、今後乗客数を定員に戻した場合、対人距離 

確保のため、より広いスペースが必要となることから、ポートビルに加えポート 

ハウスなども活用するとともに、ＣＯ２濃度測定器を導入するなど、船会社、名 

古屋市港保健センターなど関係機関と連携し、しっかりと取組を進めていく。 

イ 国際クルーズ船受入れに伴い、国内クルーズ船とは異なる課題についてどのように 

認識し、どのような対策を実施するのか、予算措置も踏まえ聞きたい。あわせて、国 

際クルーズ船への安全対策等信頼回復に向けた広報啓発についての考えを聞きたい。 

答弁 国内クルーズ船受入れとは異なる課題として、国際クルーズ船は、税関・出入 
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国管理・検疫が必要となり、対人距離確保のため、従来よりも広いスペースが必 

要となることから、令和３年度は、コロナ対策の予算を増額して対応していく。 

また、クルーズ船に対する信頼や安心が回復していない現状を踏まえ、国内ク 

ルーズ船受入再開時と同様に国のガイドライン公表後速やかに感染拡大予防マニ 

ュアルを策定し、本組合の安全・安心の取組を広く発信していく。 


